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大学共同利用機関法人自然科学研究機構におけるエネルギーの使用の合

理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する規程 

平成２２年５月２７日 

自機規程第 ８４ 号 

 

（趣旨） 

第１条 大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「機構」という。）におけるエネ

ルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関し必要な事項は，エネルギ

ーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和５４年法律第４

９号。以下「省エネ法」という。）等関係法令に定めるもののほか，この規程に定める

ところによる。 

（定義） 

第２条 この規程における機関等とは，事務局，国立天文台，核融合科学研究所，基礎生

物学研究所，生理学研究所及び分子科学研究所をいう。 

（機構長及び機関等の長の責務） 

第３条 機構長は，省エネ法に基づき，機構におけるエネルギーの使用の合理化及び非化

石エネルギーへの転換等に努めなければならない。 
２ 機関等の長（大学共同利用機関法人自然科学研究機構組織運営通則（平成１６年通則

第１号）第２条第２項に定める岡崎３機関にあっては，当該研究所長のうちから互選に

よる代表者）は，省エネ法に基づき，機関等におけるエネルギーの使用の合理化に努め

なければならない。 

（エネルギー管理統括者） 

第４条 機構長は，機構に，省エネ法第８条第１項に定めるエネルギー管理統括者を置か

なければならない。 

２ エネルギー管理統括者は，環境配慮担当理事又は副機構長をもって充てる。 

（エネルギー管理企画推進者） 

第５条 機構長は，機構に，省エネ法第９条第１項に定めるエネルギー管理企画推進者を

置かなければならない。 

２ エネルギー管理企画推進者は，事務局職員のうち機構長が指名する者をもって充てる。 

（エネルギー管理員） 

第６条 機関等の長は，機関等の事業所が，省エネ法第１０条第１項又は省エネ法第１３

条第１項に定める工場等の指定を受けた場合は，省エネ法第１２条第１項又は第１４条

第１項に定めるエネルギー管理員を置かなければならない。 

２ エネルギー管理員は，機関等の長が指名する者をもって充てる。 

（補則） 
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第７条 この規程に定めるもののほか，エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギー

への転換等に関して必要な事項は，別に定める。 

 

附 則 

この規程は，平成２２年５月２７日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２８日改正） 

この規程は，令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月２７日改正） 

この規程は，令和７年４月１日から施行する。 

 

 


